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環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会 

                                                     
 
 

 

 

福島県循環型社会形成推進計画（骨子案・図表等） 
 

 

第４章 福島県が目指す循環型社会 

 

資料 No.２（Ｐ．３） 

 

 

 

 
 
 
 

    

  

 

 
 

 
 
 

 
 
 

  

 

 

 
 
 

 
 

 
 

  
 

 

心の豊かさを重視した 

賢い生活様式及び行動様式 

適正な資源循環の確保

多様な自然環境 

生物多様性

自然循環の保全

生態系への思いやり

賢いライフスタイル      

自発的活動 

地域循環システム 

省資源・省エネルギー

３Ｒの推進等

最小負荷の流入 

廃棄物等の 
流出最小化 

採取資源 

資源の適正利用 環境への負荷低減 

天然資源の採取 

資料 No.2(別冊) 
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第５章 施策の体系 
 

 

資料 No.２（Ｐ．４） 

 
 

 

福島県が目指す循環型社会 
 

適正な資源循環が確保されること等により、 
資源の消費及び廃棄物等の発生が抑制され、 

自然循環が健全な状態に保全された 
環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会 

 

 
 

【ビジョン１】 
 自然循環が 

保全された社会 

 
【ビジョン２】 

適正な資源循環が 
確保された社会 

【ビジョン３】 

心の豊かさを重視した 
賢い生活様式及び行動 

様式が定着した社会 

 
 
 
 
 
 

 
１  自然循環の保全 ２ 適正な資源循環の確保等 

３ 心の豊かさを重視
した 賢い生活様式及
び行動様式への転換 

 

 

①森林の保全、整備等 

②持続性の高い農業生産方式の 

普及等 

③水産資源の適正な保存、 

管理等 

④健全な水の循環を保全する 

ための総合的な管理 

⑤猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群 

における健全な水の循環の 

保全 

⑥野生動植物の保護 

⑦緑化の推進及び緑地の保全 

⑧自然再生の推進 

⑨県の工事等における健全な 

自然循環への配慮 

 

①資源及びエネルギー消費の 

抑制 

②再生可能エネルギー利用等の 

促進 

③環境への負荷を低減するため 

の交通の円滑化 

④廃棄物等の発生抑制及び 

循環資源の循環的利用の促進 

⑤事業者による循環型社会の 

形成への取組みの促進 

⑥環境物品等への需要の転換の 

促進 

⑦地産地消の促進 

⑧バイオマスの利用促進 

⑨産業廃棄物の適正処理 

⑩環境の保全上の支障の防止 

及び除去等 

 

①循環型社会の形成に関する 

教育及び学習の振興等 

②県民等の自発的な活動の促進 

 
 
 

共通の施策 
 

①調査の実施 

②科学技術の振興 

③財政的措置 
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第６章 施策の展開 

 

資料 No.2（Ｐ．４） 

 
１ 自然循環の保全 

～多様な自然環境が保全された社会を目指して～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 野生動植物の保護 

⑧ 自然再生の推進 

生態系の均衡を損なわないよう

環境への負荷を低減する

【ビジョン１】 
自然循環が 

保全された社会

自然循環の保全に関する施策

森林 

緑地

農業 

水産業

水循環

野生 

動植物

自然 

再生

環境配慮
⑨ 県の工事等における 

健全な自然循環への配慮 

① 森林の保全、整備等 

⑦ 緑化の推進及び緑地の保全 

② 持続性の高い農業生産方式の普及等 

③ 水産資源の適正な保存、管理等 

④ 健全な水の循環を保全するための総合

的な管理 

⑤ 猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群における健

全な水の循環の保全 
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普及 

啓発 

等 

資料 No.2（Ｐ．１１） 

 

２ 適正な資源循環の確保等 

～地域循環システムが形成された社会を目指して～ 

 

適正な資源循環の確保等に関する施策 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

【ビジョン２】 

 適正な資源循環
が確保された社会 

 

 
省資源・省エネの取組み 
廃棄物の発生抑制等の取組み 

 
 
 

 
廃棄物 

 

 
 
 
 

 

   

   
 
 
 
 
 

 

④廃棄物等の発生抑制及び循環資源の 

 循環的利用の促進 

⑨産業廃棄物の適正処理 

⑩環境の保全上の支障の防止及び除去等 

⑥環境物品等への需要の転換の促進 

⑤事業者による循環型社会の形成への

取組みの促進

③環境への負荷を低減するための 

 交通の円滑化

⑦地産地消の促進

⑧バイオマスの利用促進 

②新エネルギー利用等の促進 

①資源及びエネルギー消費の抑制 

省資源

省エネ
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資料 No.2（Ｐ．１７） 

 

３ 心の豊かさを重視した賢い生活様式及び行動様式への転換 

～賢いライフスタイルの確立による 

環境に負荷をかけない社会を目指して～ 

 
 

心の豊かさを重視した賢い生活様式及び行動様式への転換に関する施策 
 
 

 
 
 

【ビジョン３】 

心の豊かさを重視した 
賢い生活様式及び行動 

様式が定着した社会 

 

 
 

あらゆる主体が環境へ 
の負荷の低減に努める 

環境 
教育 
学習 

 

 
 

自発的 
な活動 
促進 

 
①循環型社会の形成に関する教育及び 

学習の振興等 

 
 

 
②県民等の自発的な活動の促進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ビジョン１】 

 自然循環が 

保全された社会 

【ビジョン２】 

 適正な資源循環が 
確保された社会 
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資料 No.2（Ｐ．２３） 

 

福島県における物質フローの概要
 

天然資源の消費が抑制され、環境への負荷の低減が図られる循環型社会を形成していくためには、「入 

口」側としての資源の投入や「出口」側としての廃棄物の排出、さらに「循環」を表す再生資源の利用 

など、「物質の流れ（物質フロー）」について状況を把握することが重要です。 

福島県の物質フローについて、前計画の策定時と同様の手法（※１）である各種統計データの積み上 

げを基礎として推計を行いました。重量ベースで平成２０年（暦年）と平成２３年度の状況を表したも

のが下図です。これらの図では、物質フローを（１）資源投入、（２）製品生産、（３）販売・購入、

（４）消費・廃棄、（５）処理・処分、の５つの断面でとらえて作成しています。 

※１物質フローにはいくつかの推計方法があり、大別すると（１）各種統計データによる積み上げによるもの、（２） 

物流センサスを用いるもの、（３）産業連関表を主とするもの、の３つに分けることができます。前計画の策定時 

の推計方法は各種統計データによる積み上げによるものであり今回も同様の手法により推計しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 福島県の重量ベースによる物質フローの概要 

（上：平成２０年、下：平成２３年度、単位：トン） 
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平成２０年推計時と比較すると、物質フローの代表的な指標はいずれも改善傾向にあるこ

とが分かりました。物質フローにおける「入口」「循環」「出口」の各側面の主な特徴を整理

すると、次の点があげられます。 

 
① 「入口」の特徴 

「総物質投入量」は 約4,237 万トンから 約2,694 万トンへ 36.4％減少し、「天然資源等投入

量」も 41.3％ 減少しました。天然資源等をどれだけ効率的に利用したかを表す「資源生産

性」は 約24.5 万円／トンから 約33.1 万円／トンへ上昇し、変化率では 35.3％改善しまし

た。 

「総物質投入量」のうち、石油や石炭などの無機性資源が約 1,995 万トンから 約838 万ト

ンへと半分以下に減少しました。この主な理由は、化石原燃料の大きな割合を占める火力

発電用の石炭消費量が、約 1,415  万トンから 約 446 万トンへと３分の１になったことに

よります。 

 
② 「循環」の特徴 

再生資源の投入量である「循環利用量」は 約550 万トンから約530 万トンへ 3.6％減少しま

したが、再使用や再生利用の取り組み状況を表す「循環利用率」は、総物質投入量が大幅に

減少したことから 13.0％ から 19.7％へ上昇し、変化率では 51.6％改善しました。再生資源

の内訳では、がれき類の約 199 万トン（38％）と動物のふん尿の 約109 万トン（21％）が大き

な割合を占めています。平成２０年推計時と比較すると、これらの順位が逆転しました。 

 
③ 「出口」の特徴 

処理・処分される廃棄物は約1,193 万トンへ約 95 万トン増加しました。内訳は一般廃棄

物が約74 万トン、産業廃棄物が 886 万トンであり、平成１２年と比べて、処理・処分さ

れる廃棄物の量は 12 万トンほど増加していますが、埋め立てられる「最終処分量」は約

91 万トンから約 63 万トンへ減少し、変化率では 30.6％改善しています。「最終処分量」

が資源投入の総量に占める割合である「最終処分率」も、2.1％から 2.3％へやや悪化して

います。 

 
なお、参考値として、平成２０年度および平成２３年度における全国の物質フローに関す

る指標の値と変化率を掲載します。資源生産性や循環利用率は、産業構造の違いによっても

左右され、また、福島県と全国では推計方法が異なっているため、単純な比較はできません

が、このような指標の改善状況を把握することにより、循環型社会の形成に向けた取り組み

を進めていくことが求められます。 

 
表 福島県および全国における物質フローに関する指標の状況 

 

（注）  国・県内総生産については、実績値を使用した。福島県は県民経済計算の実質値。全国のＡ,Ｂ,Ｃ,Ｅ,Ｇは

環境白書・循環型社会白書等から引用し、Ｄは内閣府のウェブサイトから引用したが、ＣとＤ／Ｂの値が異なる

ところがある。 

物質フローに関する指標 

福島県 ＜参考＞全国 

平成２０年 平成２３年度
変化率

（％） 
平成２０年度 平成２３年度 

変化率

（％） 
 

 
入 

口 

A．総物質投入量（万トン） 4,237 2,694 -36.4 173,700 157,100 -9.6

B．天然資源等投入量（万トン） 3,687 2,164 -41.3 149,200 133,300 -10.7

C．資源生産性（＝D／B）（万円／トン） 24.5 33.1 35.3 36.1 38.5 6.6

（D．国・県内総生産（億円））※2
 90,219 71,662 -20.6 5,057,947 5,137,421 1.6

循 

環 

E．循環利用量（万トン） 550 530 -3.6 24,500 23,800 -2.9

F．循環利用率（＝E／A）（％） 13.0 19.7 51.6 14.1 15.1 7.1

出 

口 

G．最終処分量（万トン） 91 63 -30.6 2,200 1,700 -22.7

H．最終処分率（＝G／A）（％） 2.1 2.3 9.1 1.3 1.1 -15.4


